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· 管理調整グループ　
· 住宅企画・マンショングループ　 

· 施策推進グループ　

· 地域住宅グループ　 

事　務　執　行　概　要
管理調整グループ
１．連絡調整
　　課内業務を円滑に推進するため、課内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な執

行に努めた。
２．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務の執行に専念するとともに、職場の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。

３．予算の執行管理
　　予算の執行に当たっては、課内各グループ及び建築総務課等と連絡調整のうえ、執行状況の把握及び適正な管理に努めた。
４．高齢者向け優良賃貸住宅の管理
　　高齢者の安全で安定した居住の確保を図るため、大阪府住宅供給公社や民間管理法人等が管理受託等により管理を行う高齢者向けの賃貸住宅に対し、家賃減額のための補助を行った。

　（１）高齢者向け優良賃貸住宅の家賃減額補助

　　　　大阪府高齢者向け優良賃貸住宅の家賃の減額に要する費用について、補助を行った。

【根拠法令等：地域優良賃貸住宅制度要綱、社会資本整備総合交付金交付要綱、

大阪府高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領】
	
	対象団地数

及び管理戸数
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	令和元年度
	58団地 2,728戸
	698,662,900円
	698,662,900円
	698,662,900円
	

	令和２年度
	58団地 2,711戸
	700,960,500円
	700,960,500円
	691,737,200円
	

	令和３年度
	56団地 2,613戸
	691,617,600円
	691,617,600円
	685,983,600円
	


　（２）高齢者向け優良賃貸住宅の入居者負担額認定等事務委託

　　　　大阪府高齢者向け優良賃貸住宅の民間管理法人が管理する団地の入居者負担額認定に係る事務を大阪府住宅供給公社に委託した。

	
	委託戸数
	委　託　料
	委　　託　　先

	令和元年度
	869戸
	1,449,640円
	大阪府住宅供給公社

	令和２年度
	853戸
	1,457,280円
	大阪府住宅供給公社

	令和３年度
	816戸
	1,395,108円
	大阪府住宅供給公社


５．特定優良賃貸住宅の管理　

　　中堅所得者ファミリー世帯への良質な賃貸住宅の供給のため、大阪府住宅供給公社や民間管理法人等が一括借上や管理受託により管理を行う賃貸住宅について、入居者負担額の認定や、家賃減額のための補助を行った。

　（１）特定優良賃貸住宅の家賃減額補助

　　　　大阪府特定優良賃貸住宅の家賃の減額に要する費用について、補助を行った。

【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、大阪府特定優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領、

大阪府新婚・子育て世帯向け家賃減額補助事業補助金交付要領】

	　　
	対象団地数
及び管理戸数
	補 助 対 象

事　業　費
	交　　　付

決　定　額
	補　助　金

支　払　額
	備考

	令和元年度
	48団地  1,143戸
	95,215,700円
	95,215,700円
	95,215,700円
	

	令和２年度
	24団地    467戸
	47,750,300円
	47,750,300円
	43,904,500円
	

	令和３年度
	 9団地    174戸
	13,407,000円
	13,407,000円
	11,957,000円
	


　（２）特定優良賃貸住宅の入居者負担額認定等事務委託

　　　　大阪府特定優良賃貸住宅の民間管理法人が管理する団地の入居者負担額認定に係る事務を大阪府住宅供給公社に委託した。

	
	委託戸数
	 委　託　料
	委　託　先

	令和元年度
	443戸
	791,920円
	大阪府住宅供給公社

	令和２年度
	213戸
	392,040円
	大阪府住宅供給公社

	令和３年度
	 72戸
	142,164円
	大阪府住宅供給公社


　（３）サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助制度

　　　　高齢者の安全で安定した居住の確保を図るため、民間事業者が管理を行うサービス付き高齢者向け住宅に対し、家賃減額のための補助を行った。

【根拠法令等：高齢者の居住の安定確保に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、

地域優良賃貸住宅制度要綱、大阪府サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助金交付要領】
	
	対象住宅数

及び管理戸数
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	令和元年度
	41住宅　568戸
	76,472,000円
	76,472,000円
	76,472,000円
	

	令和２年度
	40住宅　560戸
	74,740,000円
	74,740,000円
	70,008,000円
	

	令和３年度
	38住宅　549戸
	67,828,000円
	67,828,000円
	62,432,000円
	


６．民間住宅建設の助成　
　　住宅融資関連各種制度に基づき民間資金の円滑な導入を図り、民間住宅建設に助成し促進した。

　（個人住宅建設・購入資金融資あっせん制度）
　　　　自己の住宅を建設または購入しようとする者に対し、その必要な資金を融資あっせんし、個人住宅の取得を促進し、もって居住水準の向上に寄与することを目的とした制度であったが、平成13年度以降の新規融資あっせんを中止した。
　　　　平成12年度以前にあっせんを行った融資につき、府はその取扱金融機関に対して、資金の一部預託を行った。　　　　　　　　　　

【根拠法令等：大阪府個人住宅建設・購入等資金融資あっせん制度要綱】

　　　　　＜資金預託実績＞

	預 託 年 度
	預 託 先 件 数
	預　託　額

	令和元年度
	㈱りそな銀行　外8行
	  29,485,000円

	令和２年度
	㈱りそな銀行　外6行
	  13,479,000円

	令和３年度
	㈱りそな銀行　外6行
	   6,736,000円


７．大阪版被災住宅無利子融資事業補助
　　「大阪府北部を震源とする地震」、「平成30年7月豪雨」及び「平成30年台風第21号」により被災された府民が一日も早く日常生活を取り戻せるよう、被災住宅の早期復旧に資することを目的に、金融機関による、損壊した住宅の補修工事に対する無利子融資への補助制度を平成30年７月創設した。融資受付期間を令和２年度末までに延長し、府民による住まいの復旧を支援した。
　大阪府が融資を行った金融機関に対して利息相当額を補助することにより、制度利用者は利子負担の無い融資を受けることができる。
【根拠法令等：大阪版被災住宅無利子融資事業補助金交付要綱】
（融資対象等の概要）
　(1) 対象者

　　　大阪府内の被災住宅の所有者または居住者で、全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊の「り災証明書」を交付されている方（賃貸事業を行う場合は対象外）

　(2) 対象工事

　　　「大阪府北部を震源とする地震」、「平成30年７月豪雨」及び「平成30年台風21号」による被害によって損害が生じた住宅の補修を含む工事（屋根・外壁の修理等）
　(3) 融資条件

　　　ア 融資額：１被災住宅あたり200万円以内（全壊・大規模半壊・半壊の場合は300万円以内）（複数の罹災証明書保有者の場合でも融資額は200万円以内（全壊・大規模半壊・半壊の場合は300万円以内））

　　　イ 返済期間：10年以内

　　　ウ 融資金利：０％
　(4) 取扱金融機関

　　　独立行政法人住宅金融支援機構、大阪シティ信用金庫、大阪信用金庫
　(5) 受付期間
　　　令和２年３月31日まで

　(6) 融資実績

　　　1,218件、金1,932,949,000円（令和４年３月31日時点）

８．サービス付き高齢者向け住宅の登録

サービス付き高齢者向け住宅の登録　

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正により平成23年10月に創設された「サービス付き高齢者向け住宅」について、高齢者にふさわしいハードや見守りサービスの提供等の基準を満たした住宅の登録を実施するとともに、その登録情報等について、府や市町村の窓口での閲覧や府のホームページによる提供を行うとともに、定期報告の徴収を行った。
1 登録状況
　　　　　令和３年度末：272件、9,531戸（指定都市・中核市を含む府内計781件、30,503戸）

2 閲覧制度等
　　　　　・大阪府及び市町村窓口でのサービス付き高齢者向け住宅登録簿の閲覧
　　　　　・大阪府ホームページによる登録手続きの情報提供

3 定期報告の実施
　　　　　・定期報告（令和３年７月末時点登録事業者）：272件、9,601戸
　　　　　　※立入検査は、コロナウイルス感染症拡大の影響により未実施
住宅企画・マンショングループ　

１．大阪府住宅まちづくり審議会の開催及び「住まうビジョン・大阪」の改定等
　大阪府住宅まちづくり審議会において「住まうビジョン・大阪」改定案・「大阪府居住安定確保計画」案を審議し、令和３年12月にそれぞれ改定・策定を行った。
（審議会１回、居住安定確保計画推進部会４回開催）

　※令和３年11月の組織再編に伴い、大阪府住宅まちづくり審議会を大阪府住生活審議会に名称変更し、担任事務を「住宅、住環境その他の住生活に関する施策についての重要事項の調査審議に関する事務」とした。
【住まうビジョン・大阪について】

令和３年３月：「大阪における今後の住宅まちづくり政策のあり方」について答申。
令和３年８月：「住まうビジョン・大阪」改定案を審議会で審議。
令和３年12月：「住まうビジョン・大阪」を改定。

【大阪府居住安定確保計画について】

令和３年１月：「賃貸住宅を活用した居住の安定確保に関する計画の策定」について諮問。
居住安定確保計画推進部会を設置。
令和３年４月から７月：部会において審議を行い、答申のとりまとめを実施。
令和３年８月:「大阪府居住安定確保計画」案を審議会で審議。
令和３年12月：「大阪府居住安定確保計画」を策定。

２．大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステムの推進　
府内の分譲マンションの管理組合を「大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステム推進協議会」に登録する「大阪府分譲マンション管理適正化推進制度」を平成29年２月に創設した。この制度は、管理組合からその管理状況等の報告を受け、その内容を分析し、その結果を管理組合に通知することにより、各管理組合に現状・課題への気づきを与え、適正管理へ誘導・支援することを目的とするもの。

また、分譲マンションを良好な住宅ストックとして維持していくため、マンション管理組合自らが適時適切に修繕・改修、建替え等を検討、実施していけるよう、推進協議会において相談対応及び専門アドバイザーの派遣を行った。

	
	分譲マンション管理適正化推進制度登録件数（累計）
	アドバイザー派遣件数

	令和元年度
	102件
	6件

	令和２年度
	136件
	1件

	令和３年度
	159件
	4件


３．大阪府防災力強化マンションの認定　　

　　耐震性や耐火性など建物の安全性に関する基準に適合することに加え、災害時の生活維持に求められる設備・施設等の整備など、一定の防災力を備えた民間マンションを「大阪府防災力強化マンション」として知事が認定し、府民に広く周知することにより、防災性の向上と災害に強い良質なマンション整備の誘導を図った。

【根拠法令等：大阪府防災力強化マンション認定制度要綱】

	
	計画認定件数
	認定件数

	令和元年度
	0件
	0件

	令和２年度
	0件
	0件

	令和３年度
	1件
	0件


４．大阪府マンション政策懇話会の開催及び「大阪府分譲マンション管理適正化及び再生円滑化基本計画」の策定
　　マンション関連法の改正による新制度の運用について検討するとともに、大阪府におけるマンションについての政策の基本方針を検討するため、令和３年４月に大阪府マンション政策懇話会を設置し、専門的見地等からの意見交換等を行った。
本懇話会での意見交換を踏まえ、「大阪府分譲マンション管理適正化及び再生円滑化基本計画」案を作成した。

（懇話会３回開催）
施策推進グループ
１．「空家総合戦略・大阪2019」の推進
　「空家総合戦略・大阪」での取組成果及び課題並びに災害の経験を踏まえ、平成31年３月に策定した「空家総合戦略・大阪2019」に掲げた目標の達成をめざし、以下の取組みを行った。

（１）空家の適正管理等の促進
除却すべきものは除却し、利活用可能なものは利活用するという考え方のもと、市町村の特定空家等に対する措置を促進するとともに、公民連携の強化による空家の適正管理や除却などの取組みを支援した。

・管理不全空家対策を推進するため、「空家対策に係る技術的助言（管理不全空家対策に係る各種制度等運用マニュアル）」及び別冊の事例集を更新した。
・市町村が開催する空家に関する府民向けの意識啓発セミナーに、公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」より講師・相談員を派遣した。

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき市町村が実施する空家等対策を効果的に促進するため、平成27年２月に設置した「大阪府空家等対策市町村連携協議会」の場等を活用し、同法第８条の規定に基づく情報の提供や技術的な助言、市町村相互間の連絡調整などを行ったほか、市町村が実施する国庫補助事業について指導監督（政令市除く）を行った。

＜空き家再生等推進事業、空き家対策総合支援事業＞

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	空き家再生等推進事業
	 5件
	11,613千円
	0件
	    0千円

	空き家対策総合支援事業
	 9件
	51,357千円
	1件
	1,000千円

	合　計
	14件
	62,970千円
	1件
	1,000千円


【根拠法令等：空家等対策の推進に関する特別措置法、小規模住宅地区等改良事業制度要綱、

住宅市街地総合整備事業制度要綱】
＜指導監督交付金（国費のみ）＞　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	空き家再生等推進事業分
	184千円
	184千円
	0千円

	空き家対策総合支援事業分
	2,354千円
	2,354千円
	0千円

	合　　　計
	2,538千円
	2,538千円
	0千円


【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱、住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱】
（２）空家対策によるまちづくりの促進
公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」の枠組みを活用し、魅力ある住まいと都市を創り出す主役である、所有者、民間事業者、大学等と連携して、市町村が取り組む空家対策によるまちづくりを支援した。
・市町村の空家バンク情報や魅力・支援情報などを発信する「大阪版・空家バンク」を運用。
　大阪版・空家バンクへの物件の登録促進に向け、全日本不動産協会大阪府本部と連携し、利活用提案サービスや空家バンクへの掲載サポートを開始した。

・リノベーションまちづくりアドバイザー紹介制度の制度改定を行い、本制度のPRに関するチラシを新調し、府民等への配布を通じて普及を図った。
（３）中古住宅流通、リフォーム・リノベーション市場の活性化
府民が安心して中古住宅の売買やリフォーム・リノベーションを行えるよう、不動産、建築、法律、金融など関係する民間事業者との連携を強化し、市場の活性化に向けた取組みを実施。
・全日本不動産協会大阪府本部と連携して、空家啓発動画（空家の知識・相続・メンテナ
ンス等について）を作成。大阪の住まい活性化フォーラムが開設したYouTubeチャンネ
ルに啓発動画を投稿することで、空家所有者が手軽に空家の適正管理について学ぶこと
のできる環境を整えた。
（４）災害を教訓とした空家対策の強化
平成30年に発生した「大阪府北部地震」などの災害を教訓として、今後の災害を想定した特定空家等の解消に向けた取組みの強化を図るとともに、空家関連業務の災害対応力の強化、災害をテーマとした府民への意識啓発を実施。
２．「Osakaあんしん住まい推進協議会（居住支援協議会）」の取組み 
平成27年３月に設立した、不動産関係団体や民間賃貸住宅の賃貸人、公的賃貸住宅事業者、

府、市町村などで構成する「Osakaあんしん住まい推進協議会」（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第10条に規定する「居住支援協議会」に位置づけ）において、居住支援に関する各種取組みを進めた。

　（令和３年度の主な取組み）

・市町村と連携した住まい探しイベント（住まい探し相談等）の開催

相談者48組（府内５市で開催）
・住宅相談室における住まい探し相談

相談者34組
　　　　 ・市町村における居住支援体制を構築するため、居住支援研修会及び交流会を開催
　開催日：令和３年12月13日（月）
　参加者：138名（居住支援法人：54名、協力店：23名、家賃債務保証業者：6名
　　　　　　　　　市町村：35名、法務省：3名、その他：17名）

３．大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の推進　

　　民間賃貸住宅において、高齢者等（高齢者、低額所得者、障がい者、子育て世帯、外国人）が

円滑に入居できることをめざし、高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅等の登録、及び登録

情報の提供等を行った。

【根拠法令等：大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度要綱※１、
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）※２】

（1） 登録状況

	
	住宅セーフティネット法による登録住宅※２
	協 力 店

登録件数

※１
	居住支援団体登録件数

※１
	居住支援法人指定件数

※２

	令和元年度
	11,802戸
	636件
	7件
	52件

	令和２年度
	35,428戸
	672件
	7件
	64件

	令和３年度
	36,340戸
	686件
	7件
	89件


（２）登録情報の提供

地図や条件から検索できる「あんぜん・あんしん賃貸検索システム」により、登録された情報を提供した。

４．大阪府居住支援体制整備促進事業の実施

高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯など住宅確保要配慮者の居住の安定確保のため、「住宅確保要配慮者の賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づく、居住支援法人の指定やあんぜん・あんしん賃貸住宅の登録の促進を図り、誰もが安心して住み続けることができる環境整備を進めた。

５．賃貸住宅の退去時の原状回復トラブルの未然防止 

賃貸住宅の退去時における原状回復トラブルを防止・減少させるため、平成25年３月に作成した大阪府版のガイドライン『賃貸住宅の原状回復トラブルを防止するために』を活用し、業界団体や相談機関と連携した普及啓発を実施した。

６．安全で快適な住まいの普及
（１）木造住宅の普及促進、住宅の省エネルギー化の推進
安心・安全な木造住宅の提供を促進するため、公民連携による「大阪府地域産材活用フォーラム」において、施工技術者を対象にした省エネルギー施工・設計技術講習会を実施するなど、木材利用に関する取組みを行った。
（２）住教育の推進
住まいやまちづくりに関する基礎的な知識や意識の向上を図るため、建築関係団体と連携して設立した「大阪府住まい・まちづくり教育普及協議会」にて、小学校への出前講座を実施し、住教育の推進を図った。
７．住まいに関する相談体制の充実
（１）「大阪府住宅リフォームマイスター制度」の推進
府民が安心して住宅リフォームを行うことができる環境の整備を図るため、大阪府が指定した非営利団体（マイスター登録団体）が、一定の基準を満たす住宅リフォーム事業者（マイスター事業者）を府民の依頼に応じて案内・紹介する「大阪府住宅リフォームマイスター制度」を推進した。

　　　　　（令和４年３月31日時点） マイスター登録団体　 　 　 16団　体

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 マイスター事業者　　　  　134事業者
（２）「空き家・住まいの相談窓口」の運営
公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」にて、中古住宅売買・リフォーム、空き家の適正な管理・活用等に係る「空き家・住まいの相談窓口」の運用を行った。

（令和４年３月31日時点）　総合相談窓口団体　　　　　 9団　体

（３）災害時における「住まいのケア・専門家チーム」の運営
大規模災害により被災した府民からの住まいの相談に現地で対応するため、復旧・復興段階において市町村で実施される相談会へ専門家を派遣するため「大阪の住まい活性化フォーラム」の会員で構成する「住まいのケア・専門家チーム」を運営。災害発生に備え、情報伝達訓練を実施した。
　　
（４）「大阪の空き家コールセンター」の開設・運営
多岐に渡る空き家に関する相談に対してワンストップで対応するため、大阪の住まい活性化フォーラムと大阪府不動産コンサルティング協会の連携により「大阪の空き家コールセンター」の運営を開始。
８．住宅相談室による住宅相談の実施　

住宅相談室において公的賃貸住宅の募集案内や借地借家の賃貸借契約など、住宅に関する各種の相談に応じた。
（令和３年度実績）　　　利用者数 　　　　 2,100件

　　　　　　　　　　　　　うち来訪     　　　53件　（ 2.5％）

　　　　　　　　　　　　　うち電話・文書　2,047件　（97.5％）

	相談区分
	件数
	割合

	公的賃貸住宅
	163件
	7.7％

	借地・借家（賃貸借契約）
	1,162件
	55.3％

	土地建物売買（売買契約）マンション含む
	239件
	11.4％

	建設工事等（工事請負契約）
	100件
	4.8％

	分譲マンション（入居後）
	25件
	1.2％

	その他
	411件
	19.6％

	合計
	2,100件
	100.0％


地域住宅グループ　

１．市町村の住宅政策・公営住宅等に係る計画策定などの指導監督等
市町村の住宅政策に係る計画策定の働きかけや公営住宅等の整備・管理に係る計画策定の指導監督を行なった。

　（１）市町村が、主体的に地域に密着したきめ細かな住宅施策を推進するように、大阪府住生活基本計画（住まうビジョン・大阪）に沿った市町村住生活基本計画の策定や見直しを働きかけた。

　　　　・計画策定済市町村(令和３年度末現在)　　20市町

　（２）市町村が管理する老朽化した公営住宅等ストックについて、効率的かつ円滑な更新を実現するため、また、公営住宅の将来戸数の推計を踏まえた予防保全的な維持管理を推進することにより公営住宅等ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくため、長寿命化計画の策定や見直しについて、指導監督を行った。

　　　　・計画策定済市町村(令和３年度末現在)　　29市町

　（３）市町村の地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等を推進するため、社会資本総合整備計画（地域住宅計画）及び地域居住機能再生計画策定の指導を行った。

　　　　【社会資本総合整備計画（地域住宅計画）】

　　　　・令和３年度末　単独策定市町村（政令市除く）

　　　　　　　23市町（豊中市、池田市、箕面市、吹田市、茨木市、摂津市、高槻市、島本町、
東大阪市、枚方市、寝屋川市、守口市、門真市、八尾市、藤井寺市、
富田林市、高石市、泉大津市、和泉市、岸和田市、貝塚市、泉南市、岬町）

　　　　【地域居住機能再生計画】

　　　　・令和３年度末　計画策定市町村（政令市除く）

　　　　　　　　　　7市（吹田市、寝屋川市、門真市、松原市、羽曳野市、富田林市、泉佐野市）

２．市町村等が行う公営住宅整備事業等の指導監督
市町村等が行う公営住宅整備事業、住宅地区改良事業等及び街なみ環境整備事業の計画・実施・管理、交付・補助申請事務等について指導監督を行った。（政令市除く）
　（１）地域住宅計画に基づく事業の指導監督　

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	16件
	1,027,277千円
	1件
	18,726千円

	住宅地区改良事業等
	 9件
	296,590千円
	‐
	‐

	公的賃貸住宅家賃低廉化事業
	 6件
	261,681千円
	-
	-

	地域住宅政策推進事業
	 -
	-
	-
	-

	前年度からの繰越事業分
	 2件
	431,859千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	33件
	27計画
	1件
	1計画

	
	交付金額
	　　 -
	2,017,407千円
	-
	18,726千円


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	14,941千円
	14,941千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	         0千円　

	合　　　計
	14,941千円
	14,941千円
	         0千円


【根拠法令等：地域住宅交付金交付要綱】

　（２）地域居住機能再生推進事業の指導監督

	補助金
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	4件
	1,402,805千円
	-
	-

	住宅地区改良事業等
	1件
	11,682千円
	-
	-

	再生促進事業
	1件
	654千円
	-
	-

	前年度からの繰越事業分
	0件
	0千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	6件
	4計画
	-
	-

	
	交付金額
	　　 -
	1,415,141千円
	-
	-


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	8,191千円
	8,191千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	         0千円　

	合　　　計
	8,191千円
	8,191千円
	         0千円


【根拠法令等：住宅市街地整備事業制度要綱】

　（３）街なみ環境整備事業の指導監督等　

　　　　市町村が実施する街なみ環境整備事業に対し、指導監督等を行った。

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	補助金額
	事業主体数
	補助金額

	
	地　区　数
	
	地　区　数
	

	街なみ環境整備事業 
	5件
	80,860千円
	1件
	12,109千円

	
	5件
	
	1件
	

	過年度繰越事業
	2件
	34,673千円
	-
	-

	合　　　計
	7件
	115,533千円
	1件
	12,109千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業制度要綱】

　　　・指導監督交付金（国費のみ）  
	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	1,361千円
	1,361千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	          0千円

	合　　　計
	1,361千円
	1,361千円
	        0千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業費補助金交付要領】

　（４）公的賃貸住宅家賃対策調整補助金事業の指導監督　

　　　　市町村が管理する公営住宅等の家賃負担を適正化するための家賃対策補助に対し、指導監督を行った。   

	
	事 業 主 体 数
	戸　　数
	補 助 金 額

	改 良 住 宅
	-
	-
	-

	公営住宅
	6件
	452戸
	120,684千円　


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	482千円
	482千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	          0千円

	合　　　計
	482千円
	482千円
	        0千円


【根拠法令等：公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱】

　（５）市町村公営住宅及び改良住宅等の管理指導監督　

　　　　公営住宅法に基づく公営住宅、住宅地区改良法に基づく改良住宅、更新住宅及び小集落改良住宅を管理する市町に対し、必要な指示を行い、また国との連絡調整を図るなど、管理を適正かつ合理的に行うように指導監督を行った。

	
	公　営　住　宅
	改　良　住　宅　等

	
	事業主体数
	戸数（戸）
	事業主体数
	戸数（戸）

	令和２年度末現在
	35件
	17,024戸  
	20件
	6,457戸

	令和３年度末現在
	35件
	17,068戸
	20件
	6,351戸

	


　　　※改良住宅等･･･改良住宅、更新住宅、小集落改良住宅、小規模改良住宅

【根拠法令等：公営住宅法、公営住宅整備事業等指導監督要領、住宅地区改良法】

３．大阪府住宅供給公社事業の指導・監督及び資金援助　

（１）事業計画及び資金計画

公社事業の年度事業計画及び資金計画について指導し、地方住宅供給公社法第27条により当該計画の承認を行った。

（２）立入検査

地方住宅供給公社法第40条第１項により、公社に対して業務状況及び帳簿・書類等の検査を行った。（検査日：令和３年９月３日）

（３）大阪府住宅供給公社への資金援助

　　　ア．賃貸住宅改善資金貸付金

　　　　平成11年度より公社賃貸住宅の建替事業等に必要な資金の一部を貸付けた。

　　　　なお、新規貸付けは平成25年度に終了した。

・令和３年度貸付残高　　　23,072,734,540円

・貸付条件　契約を行った翌年度から年利0.5％、50年間元利均等年賦償還

　　　イ．公社の金融機関からの資金調達に係る利子補給

　　　　　大阪府住宅供給公社が賃貸住宅建設資金の調達を、府の短期借入金から金融機関の長期借入金に切り替えるにあたり、従来の利子負担額を上回る利子について公社に対して補助を行った。

・令和３年度利子補給金額　　　36,604,854円
（４）中期経営計画（令和４年度～令和13年度）の策定
大阪府住宅供給公社が中期経営計画（令和４年度～令和13年度）を策定するにあたり、大阪府の住宅施策をともに推進する団体として、その役割を果たせるよう、指導を行った。

４．独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社との調整　
　　独立行政法人都市再生機構法、地方住宅供給公社法に基づき、機構、公社が行う住宅建設・宅地開発事業について、良好な住宅宅地の形成を図るため、地域の住宅まちづくり政策との整合性等に関する調整等を行った。
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